
｢日本的品質管理｣ の海外移転

中国における日系企業 H社の事例分析を中心として

第 1節 海外直接投資の本質

経営資源の移転

海外直接投資, つまり企業の海外進出は国際的

な資本移動論の理論枠組みより直接投資の理論枠

組みで解釈することがより明瞭である｡ 企業の海

外進出は現地企業に比べ様々な不利な状況に置か

れている｡ ハイマー (Hymer, 1960) は ｢自国企

業は, 自国に関する情報, すなわち自国の経済,

言語, 法律, 及び政治に関する優れた情報にめぐ

まれるという一般的優位性を持っている｡ このよ

うな情報を入手するための費用は, かなり高くつ

くことであろう｣(1) と述べている｡ このような不

利な状況を克服するために, 企業は自身の絶対的

優位性を保持し, さらに海外子会社にその優位性

を移転する必要があるとハイマーは強調した(2)｡

その優位性の源泉として, 経営ノウハウ, マーケ

ティング能力, 製品差別化能力, 生産システムノ

ウハウなどの経営資源の無形資産が多く挙げられ

ている｡

海外直接投資に関する理論の歴史的流れを考察

してみると, 海外直接投資の本質は企業自身の優

位性である経営資源の移転である認識が益々強まっ

ている｡

最初に, 海外直接投資については, ｢国際資本

移動論｣ 即ち, 国際的な資本移動, 国際投資を分

析する角度から理論的形成が開始されたと思われ

る｡ ｢国際資本移動論｣ では, 国際間の資本移動

は投資資金の移動, あるいは普遍的・一般的に物

的生産要素としての ｢資本｣ の移動として把握さ

れている場合が多かった｡ そして, 資本の移動を

資本の限界生産性 (marginal productivity) の

相違から説明すれば, 資本の豊富な国から希少な

国に, 即ち収益率 (rate of return) が低い国か

ら高い国へと資本は移動するのである(3)｡

次に, 取り上げられるのは ｢国際資源移動論｣

である｡ これは ｢国際資本移動論｣ と基本的には
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同じ範疇の理論であるが, 貿易論的アプローチの

視点から直接投資を展開した学説である｡ ｢国際

資源移動論｣ の代表例として, 新古典派の貿易理

論の代表的なヘクシャー�オリーン (Heckcher,

E. F. �Ohlin, B. G.) の学説を基に, フェアウェ

ザー (Fayerweather, J.) が 1969年に提唱した

｢国際資源移転論｣ が挙げられる(4)｡

フェアウェザーの資本移動を強調する定義に対

して, 資本移転を前提としながらも, 比較的相違

のある内容に力点に置いた定義として知られてい

るのが, キンドルバーガー (Kindleberger, C. P.)

とダニング (Dunning, J. H.) の考え方である｡

彼らの定義によれば, 直接投資を資本の移動と位

置付けているが, それ以上の内容を含むとして,

企業のコントロールに加えて, 研究・開発 (R &

D), 生産技術, マーケティング技法, 経営的専

門意見, その他の形態をとった貴重な知識, ある

いは企業家精神など技術と経営管理を伴うもので

あると定義づけている(5)｡

上述した諸定義及び理論的枠組を整理して見る

と, 海外直接投資は単に資本の移動では充分に説

明できない｡ むしろ重要なのは企業自身の優位性

がある経営資源の移転であることが明らかである｡

つまり, 海外直接投資の本質として企業自身の優

位性である経営資源を海外子会社に移転すること

と考えられる｡ それによって現地企業との競争力

を高め, 利潤を生み出すことができる｡ 特に, ハ

イマー, キンドルバーガー, ダニングの理論で明

らかであるように海外直接投資の前提条件は経営

資源の優位性であり, 国際的に移転可能な経営資

源である｡ 優位性の経営資源とは, 既に親会社が

利用している経営資源, つまり研究開発能力, 生

産管理・経営管理ノウハウによって生じる優位性

である｡

第 2節 経営資源における品質管理

直接投資の実体を分析してみると, 直接投資と

は, 企業特殊的 (firm-specific) 経営資源 (mana-

gerial resources) の国際間移転であるとするの

が現在では最も有力な考え方となっている｡ 企業

の特殊的経営資源とは, 企業が所有する優位性の

経営資源と考えられる｡

経営資源に関して多くの学者が既に活発な論述

を行っている｡ 経営資源の範囲は極めて広いもの

である｡ 経営資源をより厳密的, 具体的に論述す

るために, 有形資産と無形資産の分類法の分析ツー

ルが用いられている｡

経営資源という用語の意味内容は, 有形資産の

多寡に注目するより, 無形資産というべき側面に

より特定化されてはじめて分析しうるツールにな

りうるのであって, 学説的にもそうしたものとし

て生み出された概念である(6)｡ 企業内部の経営資

源 (managerial resources) について, ペンロー

ズ (Penrose, E. T., 1956), 小宮 (1967), 吉原

(1984), 洞口 (1992) 等が定義を行っている｡

これらの定義をまとめると, 経営資源とは,

｢企業の経営管理過程を構成する定性的要因であ

り, 企業が保持する優位性の源泉となる固定的要

素のことで, 企業経営のために役に立つ種々の有

形・無形の資産を総称するもの｣ と言えよう｡ こ

の定義に従えば, 経営資源の具体的な内容は無限

に存在しうるのである(7)｡

無形資産は現状において, 企業における収益要

素としてその重要性が益々高まっている｡ 海外直

接投資における優位性の本質から見ても, 企業自

らが持つ優位性 経営・生産システム, 従業員

が持っている能力・知識・熟練・情報などの無形

資産が重要な意味を持っていると言えよう｡ つま

り, 経営資源では無形資産が重要な存在と言える｡

生産管理, 会社の組織風土などは無形資産の重

要な構成部分である｡ 生産管理において特に品質

管理は極めて重要な位置を占めている｡ 品質管理

は製品が存在する限り, 永久的に必要不可欠なも

のであり, 経済社会の発展に伴い, 益々重要性を

増している｡

品質管理の品質については次の 2つの解釈があ

る(8)｡ 狭義では ｢製品の品質｣ であり, 広義では

｢製品だけではなく, それを生み出す仕事, サー

ビス, 情報, 工程, さらには人, 会社の質を含め

たすべての質｣ である｡ 一般的に品質管理の意味

は, 広義の意味として捉えられる場合が多い｡ 広
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義での品質管理の解釈からも分かるように, 品質

管理は多くの無形資産によって構成されている｡

品質管理手法は企業が海外に進出する際に, コ

ストや生産性を左右する最大の決定要因であり,

企業発展を保証する要素として重要視されている｡

品質管理の目的は品質向上による顧客満足の獲得

であり, 市場競争に勝つ基本要素でもある｡ 海外

進出の日本企業にとって, 品質は日本企業の優位

性であることはしばしば指摘されている｡ 日本的

品質管理体制による優れた品質管理は, 日本企業

の優位性を示し, それにより競争力をアップさせ

るとも言える｡

第 3節 ｢日本的品質管理｣ の海外への移転

� ｢日本的品質管理｣ に関する考察

日本的品質管理の発想は, ｢品質は工程で作りこ

む｣ という考え方である｡ つまり, 品質管理は, 検

査工程だけに留まらず, 設計段階, 原材料・部品

の調達段階, 生産段階など, 全ての工程管理内で

｢全社的品質管理｣ (TQC) を実施することである｡

全社的品質管理は日本的経営の重要な構成部分

であり, Robert E. Coleらの海外の学者によっても

代表的な日本的経営の 1つとして強調されている｡

しかし, TQCという言葉は日本で最初に使われた

ものではない｡ TQCという言葉は Feigenbaum.

A. Vによってアメリカで初めに使用されたもの

である｡ それを日本企業の組織風土・企業文化に

合わせ, 全部門・全員参画型経営の形態に発展し

たのが日本的品質管理 全社的品質管理である｡

｢日本的品質管理｣ の全社的品質管理について,

占部は ｢一方でアメリカの品質管理の概念や手法

を摂取しながら, 他方で, 日本的経営の文化的,

制度的要因と接合することによって, アメリカと

まったく異質的な, 独自の品質管理のシステムを

作り上げているといえる｣(9) と述べている｡

品質管理の概念や手法はアメリカで生れたとは

いえ, 全社的品質管理は日本的な経営風土で独自

の日本的品質管理とし発展したのである｡

日本的品質管理といわれる全社的品質管理は,

主に二つの内容によって支えられている｡ つまり,

QCサークル活動と改善提案制度である｡ また,

全社的品質管理の前提条件として 5 S活動, 生産

管理における品質優先意識の徹底的浸透が挙げら

れる｡ ｢清潔な職場環境でこそ良い製品が作れる｣

という考え方で日本企業は良い職場環境作りを強

調する｡ そのため, 日本の大部分の企業では ｢5

S活動｣ (整理, 整頓, 清潔, 清掃, 躾) を提唱

している｡

日本的品質管理の QCサークル活動と提案制度

は, 欧米系企業と異なって現場の従業員が中心と

なって自発的に品質改善に取り組むことが特徴で

ある｡ 自ら課題を決め, そのテーマに取り組み問

題解決策・改善策を模索し, 作業の標準化を考案

することである(10)｡ QCサークル活動は, 1960年

代に日本の製造業の製造現場で中心に導入され,

時間とともに多くの産業に普及するようになった

のである｡ QCサークル活動は, 現場の従業員の

能力を最大限に引き出し, 職場の管理・改善に大

いに寄与したと言える｡

全社的品質管理のメリットを大江田 (1999) は

以下のように指摘している(11)｡

① QCサークル活動によって, 現場の問題解

決が促進され, 品質・生産性の向上やコスト

の削減が期待できる｡

② 全員参画型経営が図られ, 職務に関する充

実感や組織の活性化につながる｡

③ 問題解決に図ることで, 職務知識, 生産管

理や問題解決に関する知識・技能が習得でき

る｡

④ 組織内のメンバー内での相互理解, 協調・

協力関係が深まる｡

総じて, ｢日本的品質管理｣ の重要な構成部分

である全社的品質管理は労働生産性の向上, 品質

改善に大きなメリットはある｡ さらに, 従業員の

会社経営参加への意識を高まるのである｡

� ｢日本的品質管理｣ の海外移転

日本的経営の海外移転に関する研究は 1980年

代から盛んに行われた｡ その研究アプローチとし

て主にケーススタディとアンケート調査が挙げら

れる｡ 日本的経営の海外移転の調査内容の多くに
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は品質管理の移転が含まれている｡ 本論では紙面

の関係で 2つの調査研究を取り上げたい｡

まず, 市村・吉原らの研究グループの調査研究

について取り上げたい｡

市村・吉原らの研究グループ (1988) は, アジ

アの 9ヵ国別に 4グループ 12項目の調査内容に

分けて研究調査を行った(12)｡ 調査内容には日本

的品質管理の海外移転の内容も含まれている｡ そ

の調査結果を見ると, 小集団活動では, アジアの

現地日本企業の多くが提案制度と QCサークル活

動が実施されている｡ その中で, 韓国の実施率が

一番高く, タイと香港を除いて提案制度とQCサー

クル実施率は 50％を超えていることが明らかに

なっている｡ しかし, 日本国内で実施されている

内容と違って, 従って結果もかなり違うことも証

明されたのである｡

次に, 小川研究チームの調査研究である｡ 小川

研究チームは, 中進国 (台湾・韓国・シンガポー

ル) を Aグループ, 発展途上国 (タイ・マレー

シア) を Bグループに分け, 東南アジア及び東

アジア 5カ国における日本企業の生産システムの

海外移転を分析した(13)｡

小川研究チームの研究調査によれば, 品質管理

面において, Aグループでは, QCサークルや提

案制度を積極的に実施しているが, 質の面では期

待に沿えていないこと, 一方, Bグループの半数

以上の企業で QCサークル活動が実施されていた

が, 十分な活動が行われず, 製品の品質改善・向

上につながるような質の高いものは望めないとし

ている｡ 小川研究チームは, その理由として, グ

ループリーダーが日本に派遣されても, 帰国後に,

自らの研修内容をメンバーにうまく伝えられてい

ない, と指摘している｡

上述した二つの研究調査からも分かるように,

｢日本的品質管理｣ の海外移転は可能であり, 程

度の差があるとしても一定の成功を収めており,

その普遍性も充分に考えられる｡

H社は上海に立地している日本の大手電器メー

カーと中国企業との合弁会社で, 主にエアコンと

洗濯機を重点的に生産する会社である｡ 厳格な品

質管理と従業員の努力により, H社は ｢全国顧客

満足企業｣, ｢全国顧客満足商品｣ に選ばれている｡

日本企業の優位性を示す ｢日本的品質管理｣ が

日系企業である H社でどのように定着している

のか｡ 日本の本社で蓄積された品質管理方法がど

のように現地へ移転されているのかについて, 本

節で検討してみたい｡

� ｢品質第一｣ 意識の徹底浸透

H社の ｢品質第一｣ はスローガンのみに終わ

るものではない｡ 品質は企業が存在, 発展する基

礎として従業員一人一人の心に深く刻まされてい

る｡ H社は全社的品質管理の日本的品質管理の

理念を明確化し, ｢品質第一｣ のスローガンを設

定し, これを全社的に普及させている｡

H社の名札には会社名, 部門, 名前が記入さ

れている以外に, 品質第一を常に認識させるよう

に ｢品質第一｣ という赤い文字が整然と書かれ,

従業員の胸に付けられている｡

H社の品質管理は ｢全面提高顧客満足度｣ (全

面的に顧客の満足度を高める) というスローガン

の基で実施され, ｢顧客を中心とする｣, ｢全員参

加する｣, ｢持続的に改善を行う｣ の三つの要素で

構成されている｡ このような品質管理原則で H

社では品質管理は伝統的な中国企業の ｢結果型｣

である最終工程の検査に依存するものではなく,

部品品質システム, 工程内における品質管理, 完

成品に対する品質システムの多段階の品質管理方

法で ｢工程中での品質の作り込み｣ という日本的

品質管理体制を作り上げている｡

� 全社的品質管理体制の確立

① 全員参加の品質検査制度

全員参加の品質管理において, H社の生産工
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程における ｢自検・互検｣(15) 制度を挙げることが

できる｡ ｢自検・互検｣ 品質管理は H社の日本本

社の伝統的な品質管理手法を中国へ移転した結果

の産物である｡ ｢自検｣ は, 直接作業員一人一人

が生産ラインの担当分野で自己検査によって, 品

質管理を行うことである｡ このような ｢自検｣ に

よって全員参加の工程内での品質の作り込みを実

現し, 検査活動を促進するのである｡ ｢互検｣ で

は, 生産工程の作業員が前の工程から流れてきた

半製品を検査し, 品質問題を発見した場合, 前の

工程へ戻すことである｡ このような ｢自検・互検｣

制度を通じて, 従業員自身は生産現場で自覚して

品質に気を配り, お互いに監督し合う｡ さらに,

一定人数の品質検査員が各現場に配置され, 各作

業班によって生産された製品の品質を把握・検査

する｡ こうした多重による品質管理体制により工

程での品質づくりが保証されているのである｡

品質管理面での ｢自検・互検｣ 制度を最もよく

表わしているのは, 2004年 3月から実施されて

いる ｢ゼロ欠陥管理｣ 制度である｡ その内容とは,

製品品質を核として, 製品製造過程でプロセス毎

に ｢ゼロ欠陥｣ を目標として努力することである｡

｢ゼロ欠陥管理｣ 制度とは, 品質管理に対する意

識の変革であり, 品質管理の新しい考え方を示し

たものでもある｡ 本来の国有企業で一般的に実施

されている ｢検査による品質管理｣ は品質問題が

発生することを前提とした品質管理体系であると

言えるのに対して, ｢ゼロ欠陥管理｣ は, 開発や

製造のプロセスで ｢品質を作り込む｣ ことによっ

て, 全品良品を目指す品質管理活動の具体的な仕

組みである｡ 従業員に対して ｢不良品を生産する

ことはできない｡ 不良品を生産することを許さな

い｡ 1回で良品を生産する｣ という ｢ゼロ欠陥｣

の目標意識と考えを植え付けることで, 以前の

｢ある程度不良品率を抱えるから自分が一定の不

良品を出しても構わないなど｣ 不良品に対する粗

末で甘い考え方を変革するようになったのである｡

製造部現場では, ｢不良品は受け入れない, 不良

品を作らない, 不良品を送らない｣ のスローガン

を作り, さらに看板の方式で, 工程ごと, 従業員

1人 1人の品質状況を反映し, 班長はグループ内

の従業員の品質状況を確認・管理する｡ そして考

課を行い, 品質状況が優秀な人には “☆” マーク,

不良が多い人には “×” マークを付ける｡ ｢互検｣

では, 製造現場で作業員同士の考課で, 後工程の

従業員が前工程の従業員の不良及びミスを発見し

た場合, 直ちにフィードバックすると同時に, 品

質管理表に記入し点数を引く｡ こうした班長, 従

業員同士の考課は奨励金とリンクされ, 不良品を

多く発生させ点数が低い従業員は奨励金が削減さ

れる｡ このような奨励金削減措置とインセンティ

ブ措置は, より一層に現場労働者の労働意欲を高

めると同時に効率と品質を保障する刺激策となり,

従業員の技能, 品質, 生産効率の向上を促進する

役割を果たしている｡

量産生産を行う日本企業では, ほとんどライン

を監督する検査員が配置されている｡ H社もこ

のような生産現場でのラインパトロール検査を導

入している｡ 品質部所属の検査員は各ラインに 1

名ずつ配置され, 生産現場を中心としてパトロー

ル検査を行う｡ H社にはこのようなパトロール

検査員が 7名存在する｡ 検査員は午前と午後各 1

回ずつ各ラインの部品, 製品の抜き取り検査を行

う｡ H社では ｢図面と作業標準書は H社の憲法

である｣(16) という考え方で製造は図面と作業標準

書を基準として, これをベースにしなければなら

ない｡ 図面と作業標準書を守ることは良品を作る

上で極めて大切で, 図面を従業員が勝手に判断し

て自分の都合で作業することはできない｡ ｢図面

と異なる全てのものは不良品である｣ という日本

企業の厳格な品質管理が H社でも実施されてい

る｡

② 全工程による品質管理体制

生産現場における全員参加の品質管理体制と同

時に, H社は全工程の品質管理を行うのである｡

全工程の品質管理は大きく 2つある｡ 1つは部品

品質管理で, もう 1つは完成品に対する品質管理

である｡

図 1は部品品質保証システムを表わしている｡

H社は部品から品質管理を行う｡

部品品質保証は検品準備段階, 検品段階, 関連
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部門確認段階の 3つの段階に分けられる｡ まず,

保留且つ急用部品に判定された部品のサンプルは

設計計画書に基づいて検査し, 他の部品のサンプ

ルは設計部が鑑定し品質部が合格を認定する｡ そ

して供給側が検品合格証明を行う｡ 検品準備段階

は 2つの方法で行われる｡ 2つの方法とは供給側

と直接接触し検品を行う方法と ｢品質保証書｣ に

よる検収である｡ そして部品ごとに抜き取り方案

を確定する｡ 検品段階では定められた項目によっ

て抜き取り検査を実施する｡ 検査結果は記録し,

検査結果記録は保存される｡ 検査結果記録の保存

は部品の供給側の技術状況を判断する材料とし,

次に部品供給工場を選択する重要な参考とする｡

検査結果を各関連部門に回し合格可否を貼り付け

る｡ それで合格した場合, 合格印を付け入庫管理

が始まる, 不合格の場合には会社の ｢不合格品管

理プロセス｣ に基づいて手続きを取る｡ これは関

連部門の確認段階で行われる｡ 上述したように供

給側への品質担当者の派遣, ｢品質保証書｣ の提

出, 抜き取り検査, 検査記録の保存など部品品質

管理の強化により安定した部品品質を保証し, 一

流製品を作るための基礎が築き上げられているの

である｡ 同時に, 部品供給側に H社の厳しい品

質管理を認識させている｡

部品及び原材料の品質検査, 生産ラインにおけ

る ｢自検・互検｣ を通じて生産された製品の最終

検査など H社は多段階にわたる品質管理体制を

採用し, さらに確立している｡ 製造現場では, 各

ラインの最後工程に商用試験室が設置されている｡

ここで全ての製品の運転を確認する｡ 安全性のた

め絶縁, 耐圧, 漏電検査を行い, 運転不可の製品

は必ず商用試験室で発見されるようにする｡ H
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図 1 H社の部品品質管理流れ図
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社は日系企業として日本国内企業と同様, 最終検

査も非常に厳しく行われている (図 2参照)｡

さらに, 生産ラインの検査で合格した空調機を

最終検査としてサンプルを抜き取り, 冷房能力,

暖房能力等の詳細検査を行う｡ そして, 合格か不

合格の何れかを判定する｡ 不合格と判定された場

合, 直ちにロットストップを命じ, 出荷を停止す

る｡ その原因を徹底的に分析すると同時に報告書

を作成する｡ さらに, テストで異常が発見された

場合には, 前段階の 2倍サンプルの抜き取り検査

を実施する｡ 不良品が一旦外部に出荷されると,

即時に H社の信用が失われ, H社のブランドの

イメージが傷づくことは言うまでもない｡ それを

防ぐためには, 出荷前の製品検査を十分行わねば

ならないのである｡

商品開発, 部品及び原材料の選択, 生産現場品

質管理, 出荷前の検査など各段階にわたる厳格な

品質管理システム, つまり多段階の品質管理シス

テムは H社の特徴として挙げられる｡ このよう

な厳重な品質検査体制を実施することを通じて高

い品質を実現しているのである｡

③ 小集団活動と改善活動の実態

生産現場において, 品質改善と効率向上の改善

活動として小集団活動を実施することは日本企業

の特徴である｡

H社では小集団活動の一環として ｢品質 999｣

活動がある｡ ｢品質 999｣ 活動とは品質部の主導

のもとで部品, 製品の合格率 99.9％を目標として

品質向上を図る活動である｡ ｢品質 999｣ 活動担

当部署は 1998年に正式に設置され, その組織体

系は総経理が委員長を, 品質部の部長が副委員長,

そして品質部を主体として会社全体で品質意識を

高める活動を展開するものである｡ その目的は会

社内部で製品品質とサービス品質に影響を与える

各要素に対して調査・分析を行い, その中で典型

的なテーマを選んで ｢攻関｣ (攻める) する｡ 会

社全体で 49の ｢攻関｣ グループが編成され, そ

れらは生産, 製造, 設備, 検査, テスト, アフター

サービスに関わる問題を解決し, 全般の品質改善
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図 2 H社の製品品質管理システム
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と向上に大きな役割を果たしている｡ H社の品質

を担当する技術者は ｢品質 999活動は生産現場を

中心とした課題検討と継続的な従業員参加のもと

で品質改善を行う｡ この方法で大きな成果を上げ

ている｡ このような活動を通じて現場管理者・従

業員に品質管理向上の意識を植え付けることは極

めて重要である｡｣ と述べている(17)｡ 品質の持続

的な改善は日本企業の品質管理と品質向上におけ

る重要な手段である｡ H社の ｢品質 999｣ 活動の

重要なポイントは会社全体が一体になって品質管

理向上を図り, 品質の持続的な改善や不良品予防

対策を図ることにあるのである｡

｢品質 999｣ 活動では, 優秀な ｢攻関｣ (攻める)

グループにはインセンティブを与える措置も行わ

れている｡ 1年間に提出された改善策の提案に対

しては年 1回 (1月) の発表会があり, 発表会で

は 10項目のテーマに 1等賞, 2等賞, 成果賞が

与えられる｡

改善活動として H社では JIT活動が行われて

いる｡ JIT活動は QCサークル活動と基本的に同

じ内容である｡ 全社的な品質管理を促進するため

に, 改善活動や QCサークル活動を行うことは,

極めて重要な役割を果たす｡ こうした小集団活動

には, 現場における改善効果への期待, 品質管理

に対する現地人の関心の向上, 会社全体としての

一体感の醸成, 経営への参画意識の植え付けなど

の実質的な効果がある｡ さらに, 成果発表会や優

秀な提案と部門には奨励を与えることで, 従業員

の参加意欲を促し, 熱心に取り込むことを可能に

する｡ JIT活動は製造部門の主導で, 生産現場を

中心として行われている｡ 年間の活動は上半期と

下半期に分けて目標及び活動テーマが決定される｡

活動テーマを中心としてほぼ全員参加の形態でグ

ループが組織される｡ 毎年, 会社は会社 JIT委

員会を設置し, 各生産部門も部門 JIT委員会を

設置する｡ JIT活動の重要なポイントは継続する

ことにある｡ この 7年間, H社の JIT活動は空

調機の生産と共に中断したことなく継続的に行な

われ, 会社浪費の削減, 空調機製造コストと従業

員傷害事故の削減, 安全生産, 不良品の削減など

に大きく貢献してきた｡

無駄を徹底的に排除する管理システムを作り出

すことは, JIT活動の基本的な目標の 1つである｡

生産現場で, ライン上の部品放置と従業員配置不

合理などは作業速度, 作業効率に影響を与える｡

H社の JIT改善グループは 1人当たりの 1日生

産量を高め, 生産コストの削減を目的として, 生

産現場の 7つの浪費, つまり, 生産過剰の浪費,

運搬の浪費, 待ち受け時間の浪費, 加工の浪費,

在庫の浪費, 動作の浪費, 不良品製造の浪費を巡っ

て, 現場作業員と一体になって, 1つ 1つの研究,

1つ 1つの改善方案の制定, 1つ 1つの試験を通

して, 難関を解決し, 労働生産性の向上に顕著な

効果を挙げてきたのである｡

JIT改善グループは生産現場の改善を行うと同

時に, 生産現場及びグループ内の技術者の人材育

成にも力を入れている｡ JIT改善グループの従業

員は常に現場に行って, グループ内従業員と技術

交流及び項目実施の議論を行う｡

H社は, ｢現場主義｣ に重点を置き, 従業員は

常に現場にいて, 現場情報に基づく現場改善のた

めの活動を行っている｡ つまり, ほぼ全員が参加

する ｢小集団活動｣ は制度として導入され定着し,

展開しているのである｡ こうした品質管理, 製造

管理の向上による顧客満足, 生産効率の獲得を全

従業員参画による組織学習と改善活動によって常

に追求していくことが, 日本型経営資源の真髄と

言える｡

� ｢6 S｣ 活動の移転の実態

｢良い職場環境作り｣ は, 一流製品を作るため

の前提条件である｡ 整然とした職場環境により,

効率と品質が高くなり, 品質の良い製品が生まれ

る｡ ラインの周囲には必要なもの以外は置かない｡

物の置場所を決め, 要不要を分別して不要な物は

捨てる｡ H社は, 日本国内工場と同様, ｢良い職

場環境作り｣ を極めて重要視している｡ 日本国内

工場の ｢5 S｣ に比べ, H社は ｢6 S｣ を提唱して

いる(18)｡ その内容とは ｢整理 (SEIRI), 整頓

(SEITON), 清掃 (SEISO), 清潔 (SEIKETSU),

整備 (SEIBI), 躾 (SHITSUKE)｣ である｡ つ

まり, 日本企業に比べ ｢整備｣ という内容が加わっ
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ている｡ ｢整備｣ とは, 設備, 機械, 道具を良好

な状態に保ち, メンテナンスと正確な使用方法に

注意すること, である｡ 一流製品を生産するため

には常に設備, 機械, 道具を良好な状態に整備す

る事が必要で, それにより生産性が向上する｡ こ

のような背景において, H社は中国の事情に合

わせて新しく ｢整備｣ を加えたと考えられる｡

｢汚いところでは良い物が作れない｣ という理

念の下で, H社では ｢6 S推進委員会｣ が設置さ

れており, 毎週木曜日の 8：30から 9：30は清掃

時間と決め, 製造部強制で行われる｡ そして品質

部の主導で一週間ごとにパトロール検査を実施し

ている｡ 総経理 (日本人) の予告なしに突然検査

が行なわれ, その結果は奨励金と緊密にリンクさ

れている｡ H社の ｢6 S｣ 活動は検査による強制

で実施されている部分が多く, 従業員一人一人の

自覚や責任感はまだ欠けている面も指摘できる｡

小 括

海外直接投資の本質は経営資源の移転である｡

事例分析から明らかになったように, 日本企業は

競争優位性である品質管理の経営資源を中国への

移転を図っている｡ 日系企業である H社の品質

管理は中国従来の完成品に対する検査部門による

検査重点型の品質管理ではなく, 全従業員・全工

程による全社的品質管理である｡ つまり, ｢工程

中での品質の作り込み｣ という ｢日本的品質管理｣

体制が構築されたとも言える｡ 原材料・部品の品

質管理体制から, 製造プロセス, 完成品の品質管

理体制に至るまでに, 多段階にわたる厳しい品質

管理が行われている｡

｢日本的品質管理｣ の具体的内容である QCサー

クル活動においては, H社は日本企業と同じよ

うに職場現場を単位としてテーマに取り組み, さ

らに成果の発表会が開催されている｡ 優秀な成績

を収めたサークルは会社から表彰を受けることに

なっている｡ しかし, ｢日本的品質管理｣ が構築

されたとはいえ, その前提条件である ｢5 S活動｣

の内容とその実施は日本企業のものをそのまま移

転したのではなく, 中国事情に合わせ適応したこ

とも明確になっている｡ ｢5 S活動｣ の内容を ｢6

S活動｣ の内容の変更やその実施は日本企業のよ

うな自主的なものではなく, 強制的に行われてい

ることは注目すべきである｡
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